
診療報酬改定等について 

 

 

１２月２２日の予算大臣折衝を踏まえ、令和４年度の診療報酬改

定等は、以下のとおりとなった（大臣折衝事項から抜粋）。 

 

○診療報酬・薬価等改定 

１．診療報酬 ＋０．４３％ 

  ※１ うち、※２～５を除く改定分 ＋０．２３％ 

各科改定率       医科 ＋０．２６％ 

                 歯科 ＋０．２９％ 

                 調剤 ＋０．０８％ 

※２ うち、看護の処遇改善のための特例的な対応  

＋０．２０％ 

※３ うち、リフィル処方箋（反復利用できる処方箋）の導入・

活用促進による効率化 ▲０．１０％（症状が安定している患

者について、医師の処方により、医療機関に行かずとも、医師

及び薬剤師の適切な連携の下、一定期間内に処方箋を反復利用

できる、分割調剤とは異なる実効的な方策を導入することによ

り、再診の効率化につなげ、その効果について検証を行う） 

※４ うち、不妊治療の保険適用のための特例的な対応  

＋０．２０％ 

※５ うち、小児の感染防止対策に係る加算措置（医科分）の期

限到来 ▲０．１０％ 

    なお、歯科・調剤分については、感染防止等の必要な対応に

充てるものとする。 

 

２．薬価等 

 ① 薬価   ▲１．３５％ 

   ※１ うち、実勢価等改定 ▲１．４４％ 

   ※２ うち、不妊治療の保険適用のための特例的な対応  

＋０．０９％ 

 ② 材料価格 ▲０．０２％ 

 

 



３. 診療報酬・薬価等に関する制度改革事項 

上記のほか、新型コロナ感染拡大により明らかになった課題等に

対応するため、良質な医療を効率的に提供する体制の整備等の観点

から、次の項目について、中央社会保険医療協議会での議論も踏ま

えて、改革を着実に進める。 

・医療機能の分化・強化、連携の推進に向けた、提供されている医

療機能や患者像の実態に即した、看護配置７対１の入院基本料を

含む入院医療の評価の適正化 

・在院日数を含めた医療の標準化に向けた、ＤＰＣ制度の算定方法

の見直し等の更なる包括払いの推進 

・医師の働き方改革に係る診療報酬上の措置について実効的な仕

組みとなるよう見直し 

・外来医療の機能分化・連携に向けた、かかりつけ医機能に係る診

療報酬上の措置の実態に即した適切な見直し 

・費用対効果を踏まえた後発医薬品の調剤体制に係る評価の見直 

 し 

・薬局の収益状況、経営の効率性等も踏まえた多店舗を有する薬局

等の評価の適正化 

・ＯＴＣ類似医薬品等の既収載の医薬品の保険給付範囲の見直し

など、薬剤給付の適正化の観点からの湿布薬の処方の適正化 

 

○看護における処遇改善について 

看護職員の処遇改善については、「コロナ克服・新時代開拓のため

の経済対策」（令和３年 11月 19 日閣議決定）及び「公的価格評価検

討委員会中間整理」（令和３年 12月 21 日）を踏まえ、令和４年度診

療報酬改定において、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療

機関（注１）に勤務する看護職員を対象に、10月以降収入を３％程度

（月額平均 12,000 円相当）引き上げるための処遇改善の仕組み（注

２）を創設する。これらの処遇改善に当たっては、介護・障害福祉の

処遇改善加算の仕組みを参考に、予算措置が確実に賃金に反映され

るよう、適切な担保措置を講じることとする。 

 

（注１）救急医療管理加算を算定する救急搬送件数 200 台／年以上の医療機関

及び三次救急を担う医療機関 

（注２）看護補助者、理学療法士・作業療法士等のコメディカルの処遇改善にこ

の処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。 



○医療情報化支援 

医療保険のオンライン資格確認等の導入及び令和５年１月からの

電子処方箋の運用開始にあたって、医療機関・薬局のシステム整備を

支援するため、医療情報化支援基金に公費735億円程度を措置する。 

 

○全世代型社会保障 

現役世代の保険料負担の上昇を抑制するため、後期高齢者の患者

負担割合への一定の所得がある方への２割負担の導入については、

令和４年 10月１日から施行する。 


